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中期経営計画について 

 

 

 当社グループは、2018～2020 年度の事業運営の指針となる中期経営計画を策定いたしましたので、

お知らせいたします。 

 

 

１． 概要 

 

当社グループは昨年 11 月に、『ジェコスグループ 10 年 VISION』を策定し、目指す企業の姿と

して以下の３点を掲げました。 

 

●「重仮設リース・施工の企業」から 

「地下とインフラのトータル・ソリューション企業」への脱皮 

●当社が中心となり、提携・協力企業とのシナジーを発揮する、 

ネットワーク・コーディネーション 

●先端技術を積極的に導入した、先進的オペレーションの追求 

 

今回策定いたしました中期経営計画は、これらの実現に向けた第一段階と位置づけており、事業

領域拡大と一式受注推進のための取り組みに着手するとともに、生産性アップ、働きやすさ向上の

ための投資を進めてまいります。加えて、既存事業の収益性改善にも注力いたします。 

 

 

２． 事業環境認識 

  

中期経営計画対象期間（2018～2020 年度）における当社グループを取り巻く事業環境として、建

設需要は引き続き堅調に推移し、老朽化インフラの更新が増加していくものと想定されます。また

地域ごとには、東北の震災復興需要が漸減する一方、都市部では大型プロジェクト等をはじめ需要

増加が見込まれます。一方、労働人口減少と高齢化が進展して人手不足はさらに深刻化する中、働

きやすさの向上により一層真摯に取り組む必要があるものと考えております。 

 

 

３． 主要施策 

 

（１） 地下工事一式受注、橋梁関連インフラ・メンテナンス事業の推進 

地下工事においては、杭打ちや架設解体のみならず、周辺分野にも対応範囲を拡大し、それらを

ワンストップで受注するための取り組みに着手いたします。 

インフラ・メンテナンスにおいても、橋梁関連を中心に対応工種、商品を拡大し、今後増加する

老朽インフラ更新需要に幅広く対応できる体制を整備してまいります。 

また、これらを早期に実現するために人材育成を強化し、技術力、管理レベルのさらなる向上を 
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進めます。 

 

（２） 建機事業の拡大 

建機子会社が拠点を有していない地域への出店を進め、事業エリアの拡大を進めます。 

また、地下工事、インフラ・メンテナンスの事業領域拡大に合わせて機種のラインナップも拡充

し、対応分野の拡大も図ります。 

 

（３） 既存事業の収益性改善 

   重仮設事業は、今後需要の増加が見込まれる首都圏をはじめとする都市部へ材料、人員をシフト

し、経営資源の効率性を高めるとともに、今後さらに需給が逼迫化する物流、工事要員の確保に注

力します。 

   加工事業では、長沼工場の製造体制を強化し稼働率を高めるとともに、大阪工場を西日本におけ

る加工製品製造拠点とすべく、体制を強化いたします。 

   また、いずれの事業についても、品質の向上を進めながら、鋼材価格や物流費、労務費のコスト

アップに応じた価格の適正化に取り組み、収益基盤を強化してまいります。 

 

（４） 海外展開の拡大検討 

   ベトナムにおける重仮設事業を収益化するとともに、ＡＳＥＡＮ地域での展開、および建機事業

の海外展開について、検討を進めてまいります。 

 

（５） 生産性と働きやすさ向上のための投資強化 

鋼材の自動整備機械の導入をはじめとする、工場業務の安全性向上、効率化のための設備投資を

推進いたします。管理部門においても、ＲＰＡ、ＡＩ等の先進技術を積極的に導入し、事務作業の

生産性向上を図ります。 

 

（６） 株主還元の強化 

配当性向を３０％程度にまで高め、株主の皆様への還元を強化してまいります。 

 

 

４． 主要指標と株主還元方針 

 

  中期経営計画 

（２０２０年度目標） 

参考 

２０１７年度実績 

収益目標 

（連結） 

売上高 

 

１，２００億円 １，０４８億円 

経常利益 

 

８５億円 ６３億円 

ＲＯＳ 

 

７％ ６．０％ 

財務目標 

（連結） 

ＲＯＥ 

 

１０％程度 ９．２％ 

自己資本比率 

 

５０％程度 ５０．０％ 

Ｄ／Ｅレシオ 

 

２０％程度 

 

１３．２％ 

 

配当性向（連結） 

 

３０％程度 ２４．６％ 

 

以 上 


